
三条市特定空家等解体費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の特定空家等の解体を促進することにより、市民の安全で安

心な暮らしの確保及び良好な生活環境の保全並びに跡地利用の促進を図るため、特定

空家等の解体に要する経費の一部について、予算の範囲内において三条市特定空家等

解体費補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、三条市補助金等交

付規則（平成 17 年三条市規則第 41 号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「特定空家等」とは、空家等対策の推進に関する特別措置

法（平成 26 年法律第 127 号）第２条第２項に規定する特定空家等をいう。 

（補助対象空家等） 

第３条 補助金の交付の対象となる特定空家等（以下「補助対象空家等」という。）は、

次に掲げる全ての要件を満たすものとする。 

(1) 市内に所在すること。 

(2) 補助金を受ける目的で故意に破損させたものでないこと。 

(3) 公共事業による移転等の補償対象となっていないこと。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、市税の滞納がない者であって、次に

掲げる各号のいずれかに該当するものとする。ただし、市長が特に認めた場合は、こ

の限りでない。 

(1) 補助対象空家等の登記事項証明書に所有者として記載されている者又はその相

続人 

(2) 補助対象空家等に係る固定資産税課税台帳に記載されている者又はその相続人 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象空家等に所有権以外の権利（賃借権を含む。）

の設定がある場合又は補助対象空家等が複数人の共有若しくは相続財産である場合

において、当該権利を有する者又は共有者全員若しくは相続人全員から解体について

の同意を得られない者その他市長が不適当と認める者は、補助金の交付を受けること

ができない。 

（補助対象工事） 

第５条 補助金の交付対象とする解体工事（以下「補助対象工事」という。）は、次に

掲げる全ての要件を満たすものとする。ただし、市長が特に認めた場合は、この限り

でない。 

(1) 市内に本店、支店、営業所等を有する事業者が施工すること。 

(2) 建設業法（昭和 24年法律第 100 号）別表第１に規定する土木工事業、建築工事

業若しくは解体工事業の許可を受けている者又は建設工事に係る資材の再資源化



等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号）第 21条第１項に規定する解体工事業に

係る登録を受けている者が施工すること。 

(3) 補助対象空家等及びそれに付属する工作物を全て除却し、更地とすること。 

２ 前項の規定にかかわらず、この要綱その他の市の制度又は国、県その他の機関の制

度により補助金の交付を受けた、又は受ける工事その他市長が不適当と認める工事は、

補助対象工事としない。 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に掲

げる経費とする。 

(1) 補助対象工事の工事費 

(2) 補助対象工事により生じた廃材等の収集運搬費及び処分費 

(3) 周囲への安全を確保する上で、補助対象工事及び廃材等の処分に付随して行う

ことが適当であると市長が認める工事等に係る経費 

(4) 前３号に係る諸経費 

（補助金の額等） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の５分の４の額とし、50 万円を上限とする。た

だし、補助対象空家等が３階以上の非木造建築物である場合については 400 万円を上

限とすることができる。 

２ 前項ただし書の場合であって、倒壊や外壁の剥落等により、周囲に甚大な被害が及

ぶおそれが極めて高いと予見される特定空家等について、市長が応急危険度判定の基

準を参考に当該特定空家等の落下等の危険性を判定し、危険性が高く全解体によらな

ければその危険を除去できないと判定されたときは、三条市空家等及び空地の適正管

理に関する条例（平成 24 年三条市条例第 28 号）第６条第１項に規定する三条市空家

等審議会に諮った上で、予算の範囲内において市長が別に補助金の額の上限を定める

ことができる。 

３ 前２項の規定により算出した額に 1,000 円未満の端数が生じたときは、これを切り

捨てるものとする。 

（事前申込） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が実施

する事前調査を受けなければならない。 

２ 申請者は、市長が指定する日までに、三条市特定空家等解体費補助金事前調査申込

書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象空家等としようとする建築物に係る登記事項証明書の写し（未登記の

ものにあっては、固定資産税課税台帳の写し） 

(2) 補助対象空家等としようとする建築物の住宅位置図及び現況写真 

(3) その他市長が必要と認める書類 



３ 市長は、前項の申込みを受けたときは、審査及び現地調査を行い、申込みを受けた

建築物が補助対象空家等に該当するかどうかを決定し、その結果を三条市特定空家等

解体費補助金事前調査結果通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（補助金交付申請） 

第９条 申請者は、工事着手前に、三条市特定空家等解体費補助金交付申請書（様式第

３号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象経費に係る見積額が分かる資料 

(2) 納税証明書又は非課税証明書 

(3) 補助対象空家等の所有者との相続関係が分かる書類（申請者が補助対象空家等

の相続人である場合に限る。） 

(4) 補助対象空家等の所有者又はその者の相続人の委任状（委任を受けた代理人が

申請する場合に限る。） 

(5) 共有者全員又は相続人全員の同意があることが分かる書類（補助対象空家等が

複数人の共有又は相続財産である場合に限る。） 

(6) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第 10 条 市長は、前条の規定による補助金の交付の申請を受けたときは、その内容を

審査した上で補助金の交付をするかどうかを決定し、補助金を交付することを決定し

た場合にあっては三条市特定空家等解体費補助金交付決定通知書（様式第４号）によ

り、補助金を交付しないことを決定した場合にあっては三条市特定空家等解体費補助

金不交付決定通知書（様式第５号）により、申請者に通知するものとする。 

（補助対象工事の変更） 

第 11 条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助対象

工事の内容を変更しようとするときは、三条市特定空家等解体費補助金補助対象工事

変更申請書（様式第６号）に、補助対象工事の変更に関する書類その他市長が必要と

認める書類を添えて、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、適当

と認めたときは、三条市特定空家等解体費補助金交付決定変更通知書（様式第７号）

により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助対象工事の中止） 

第 12 条 補助事業者は、補助金の交付決定後に補助対象工事を中止するときは、三条

市特定空家等解体費補助金補助対象工事中止届（様式第８号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

（前金払） 

第 13 条 補助事業者は、補助対象工事の完了前に補助金の交付を受けようとするとき

は、三条市特定空家等解体費補助金前金払請求書（様式第９号）に、工事請負契約書



の写しその他市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求書の提出を受けたときは、その内容を審査し、適当

と認めたときは、交付決定をしている補助金の額の 10 分の４の額の範囲内で、前金

払をするものとする。 

（実績報告） 

第 14 条 補助事業者は、補助対象工事が完了したときは、三条市特定空家等解体費補

助金実績報告書（様式第 10 号）に次に掲げる書類を添えて、速やかに市長に提出し

なければならない。 

(1) 工事請負契約書の写し 

(2) 工事完了写真（施工前、施工後及び工事の内容が確認できるもの） 

(3) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第 15 条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、その内容を審

査した上で補助金の額を確定し、三条市特定空家等解体費補助金確定通知書（様式第

11 号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（その他） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 


